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貸 借 対 照 表

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金預金 115,826,636 99,418,840 16,407,796

未収金 122,372,921 135,356,101 △ 12,983,180

有価証券 9,526 0 9,526

預け金 50,000 70,000 △ 20,000

貯蔵品 542,621 2,250,353 △ 1,707,732

前払金 111,960 100,280 11,680

仮払金 104,703 264,950 △ 160,247

貸倒引当金 △ 695,000 △ 788,000 93,000

流動資産合計 238,323,367 236,672,524 1,650,843

２．固定資産

（1）基本財産

普通預金・基本財産 2,862,650 92,670,950 △ 89,808,300

有価証券 7,536,412,436 7,404,155,100 132,257,336

基本財産合計 7,539,275,086 7,496,826,050 42,449,036

（2）特定資産

車両運搬具 432,382 676,699 △ 244,317

退職給付引当資産 45,424,700 37,640,300 7,784,400

減価償却引当資産 63,000,000 63,000,000 0

事故例調査拡大準備積立金 73,000,000 85,000,000 △ 12,000,000

分析ｼｽﾃﾑ高度化準備積立金 20,000,000 20,000,000 0

交通外傷統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ準備積立金 29,300,000 34,000,000 △ 4,700,000

ソフトウエア 2,597,001 4,823,001 △ 2,226,000

特定資産合計 233,754,083 245,140,000 △ 11,385,917

（3）その他固定資産

建物付属設備 6,523,661 7,728,229 △ 1,204,568

車両運搬具 3,637,365 1,583,013 2,054,352

什器備品 18,610,849 11,294,728 7,316,121

電話加入権 0 1,379,040 △ 1,379,040

保証金 33,293,700 33,293,700 0

ソフトウエア 33,717,640 26,095,880 7,621,760

その他固定資産合計 95,783,215 81,374,590 14,408,625

固定資産合計 7,868,812,384 7,823,340,640 45,471,744

資産合計 8,107,135,751 8,060,013,164 47,122,587

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減



貸 借 対 照 表

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

未払金 100,722,597 94,491,641 6,230,956

借入金 20,000,000 20,000,000 0

未払消費税等 543,200 1,150,000 △ 606,800

未払法人税等 142,000 3,462,500 △ 3,320,500

預り金 2,144,312 2,672,913 △ 528,601

賞与引当金 3,625,302 2,204,579 1,420,723

流動負債合計 127,177,411 123,981,633 3,195,778

２．固定負債

役員退職慰労引当金 14,071,100 10,274,500 3,796,600

退職給付引当金 31,353,600 27,365,800 3,987,800

固定負債合計 45,424,700 37,640,300 7,784,400

負債合計 172,602,111 161,621,933 10,980,178

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

国庫補助金 1,073,205 1,929,944 △ 856,739

基本財産寄付金 7,431,675,637 7,390,000,207 41,675,430

指定正味財産合計 7,432,748,842 7,391,930,151 40,818,691

（うち基本財産への充当額） ( 7,431,675,637 ) ( 7,390,000,207 ) ( 41,675,430 )

（うち特定資産への充当額） ( 1,073,205 ) ( 1,929,944 ) ( △ 856,739 )

２．一般正味財産 501,784,798 506,461,080 △ 4,676,282

（うち基本財産への充当額） ( 107,599,449 ) ( 106,825,843 ) ( 773,606 )

（うち特定資産への充当額） ( 187,256,178 ) ( 205,569,756 ) ( △ 18,313,578 )

正味財産合計 7,934,533,640 7,898,391,231 36,142,409

負債及び正味財産合計 8,107,135,751 8,060,013,164 47,122,587

注）△はマイナスを表す

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減



正味財産増減計算書

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

基本財産運用益 [ 154,607,117 ] [ 161,087,484 ] [ △ 6,480,367 ]
基本財産受取利息 1,095,441 - -
指定正味財産からの振替額（利息） 153,511,676 - -

特定資産運用益 [ 531,880 ] [ 994,751 ] [ △ 462,871 ]
特定資産受取利息 531,880 994,751 △ 462,871

受取会費 [ 3,600,000 ] [ 4,000,000 ] [ △ 400,000 ]
賛助会員受取会費 3,600,000 4,000,000 △ 400,000

事業収益 [ 259,986,134 ] [ 261,894,471 ] [ △ 1,908,337 ]
調査分析研究収益 185,726,980 - -
情報提供収益 74,259,154 - -

受取補助金等 [ 7,356,739 ] [ 38,067,070 ] [ △ 30,710,331 ]
受取国庫補助金 0 30,000,000 △ 30,000,000
受取助成金 6,500,000 6,600,000 △ 100,000
指定正味財産からの振替額（減価償却） 856,739 1,467,070 △ 610,331

雑収益 [ 191,694 ] [ 611,870 ] [ △ 420,176 ]
受取利息 25,559 29,810 △ 4,251
雑収益 166,135 582,060 △ 415,925

引当金取崩額 [ 788,000 ] [ 1,179,000 ] [ △ 391,000 ]
貸倒引当金取崩額 788,000 1,179,000 △ 391,000

経常収益 計 427,061,564 467,834,646 △ 40,773,082

(2)経常費用

事業費 [ 379,603,931 ] [ - ] [ - ]
役員報酬等 20,007,624 - -
給料手当 108,917,421 - -
退職給付費用 5,659,820 - -
福利厚生費 16,416,655 - -
光熱水料費 1,549,028 - -
賃借料 52,130,125 - -
会議費 1,665,324 - -
旅費交通費 2,075,091 - -
通信運搬費 4,392,179 - -
減価償却費 20,705,968 - -
消耗品費 2,416,640 - -
什器備品費 7,545,137 - -
図書購入費 1,321,167 - -
印刷製本費 14,612,133 - -
諸謝金 3,300,019 - -
租税公課 5,637,568 - -
業務委託費 61,624,569 - -
修繕費 562,151 - -
燃料費 860,619 - -
支払手数料 1,802,897 - -
電算機関係費 38,930,300 - -
支払利息 130,690 - -
保険料 398,340 - -
貸倒引当金繰入額 695,000 - -
賞与引当金繰入額 3,238,845 - -
雑費 3,008,621 - -

科 目 当年度 A 前年度 B 増減 A-B



正味財産増減計算書

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

（単位：円）

管理費 [ 51,295,479 ] [ - ] [ - ]
役員報酬等 15,002,041 - -
給料手当 12,995,966 - -
退職給付費用 2,124,580 - -
福利厚生費 3,601,332 - -
光熱水料費 315,085 - -
賃借料 10,411,189 - -
会議費 309,614 - -
旅費交通費 855,309 - -
通信運搬費 412,445 - -
減価償却費 973,764 - -
消耗品費 290,910 - -
什器備品費 1,292,617 - -
図書購入費 118,515 - -
諸謝金 1,641,798 - -
租税公課 2,123 - -
業務委託費 12,701 - -
支払手数料 184,710 - -
電算機関係費 58,941 - -
支払利息 19,597 - -
賞与引当金繰入額 386,457 - -
雑費 285,785 - -

経常費用 計 430,899,410 425,285,355 5,614,055
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 3,837,846 42,549,291 △ 46,387,137
基本財産評価損益等 773,606 1,745,758 △ 972,152
評価損益等 計 773,606 1,745,758 △ 972,152
当期経常増減額 △ 3,064,240 44,295,049 △ 47,359,289
２．経常外増減の部
(1)経常外収益

経常外収益計 0
(2)経常外費用
除却損 [ 91,002 ] [ 0 ] [ 91,002 ]

什器備品除却損 91,002 0 91,002
固定資産減損損失 [ 1,379,040 ] [ 0 ] [ 1,379,040 ]

電話加入権減損損失 1,379,040 0 1,379,040
経常外費用計 1,470,042 0 1,470,042
当期経常外増減額 △ 1,470,042 0 △ 1,470,042
税引前当期一般正味増減額 △ 4,534,282 44,295,049 △ 48,829,331
法人税等 142,000 3,462,500 △ 3,320,500
当期一般正味財産増減額 △ 4,676,282 40,832,549 △ 45,508,831
一般正味財産期首残高 506,461,080 465,628,531 40,832,549
一般正味財産期末残高 501,784,798 506,461,080 △ 4,676,282

Ⅱ 指定正味財産増減の部
受取補助金等 [ 0 ] [ 30,000,000 ] [ △ 30,000,000 ]

受取国庫補助金 0 30,000,000 △ 30,000,000
基本財産評価益 [ 41,299,124 ] [ 208,769,692 ] [ △ 167,470,568 ]

基本財産評価益 41,299,124 208,769,692 △ 167,470,568
基本財産運用益 [ 153,887,982 ] [ - ] [ - ]

基本財産受取利息 153,887,982 - -
一般正味財産への振替額 [ △ 154,368,415 ] [ - ] [ - ]

一般正味財産への振替額 △ 154,368,415 - -
当期指定正味財産増減額 40,818,691 207,678,928 △ 166,860,237
指定正味財産期首残高 7,391,930,151 7,184,251,223 207,678,928
指定正味財産期末残高 7,432,748,842 7,391,930,151 40,818,691

Ⅲ 正味財産期末残高 7,934,533,640 7,898,391,231 36,142,409

注）
①22年度から、平成20年公益法人会計基準を適用したため、一部の勘定科目について従来と内容を変更したため

前年度実績は比較可能分のみ計上した。
②△はマイナスを表す。

科 目 当年度 A 前年度 B 増減 A-B



財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況にない。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ・・・・償却原価法による
満期保有目的の債券,子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法による

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別原価法によっている

（３）固定資産の減価償却の方法

建物付属設備・車両運搬具・什器備品は定率法による減価償却を実施している。
ソフトウエアは定額法による減価償却を実施している。

（４）引当金の計上基準

○役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

○退職給付引当金・・・・職員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

○賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

○貸倒引当金・・・・未収金の貸倒に備えるため、法定繰入率による金額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

○ファイナンス・リース取引・・・・リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（６）消費税等の会計処理
期末一括での税抜き処理を採用している

３．会計方針の変更
当事業年度より、平成20年4月11日付公表された「公益法人会計基準」（平成21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）
を適用している。

４.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

備考
基本財産

普通預金 92,670,950 89,808,300 2,862,650 債券へ振替

有価証券 7,404,155,100 132,257,336 7,536,412,436 振替及び評価益

小 計 7,496,826,050 132,257,336 89,808,300 7,539,275,086
特定資産
車両運搬具 676,699 244,317 432,382 減価償却
退職給付引当資産 37,640,300 7,784,400 45,424,700 所要分積増し
減価償却引当資産 63,000,000 0 0 63,000,000
事故例調査拡大準備積立金 85,000,000 0 12,000,000 73,000,000 目的内使用
分析ｼｽﾃﾑ高度化準備積立金 20,000,000 0 20,000,000
交通外傷統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ準備積立金 34,000,000 0 4,700,000 29,300,000 目的内使用
ソフトウエア 4,823,001 0 2,226,000 2,597,001 減価償却

小 計 245,140,000 7,784,400 19,170,317 233,754,083
合 計 7,741,966,050 140,041,736 108,978,617 7,773,029,169

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



財務諸表に対する注記

５. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産
普通預金 2,862,650 ( 2,862,650 ) ( 0 ) ( 0 )
有価証券 7,536,412,436 ( 7,428,812,987 ) ( 107,599,449 ) ( 0 )

小計 7,539,275,086 ( 7,431,675,637 ) ( 107,599,449 ) ( 0 )
特定資産
車両運搬具 432,382 ( 216,191 ) ( 216,191 ) ( 0 )
退職給付引当資産 45,424,700 ( 0 ) ( 0 ) ( 45,424,700 )
減価償却引当資産 63,000,000 ( 0 ) ( 63,000,000 ) ( 0 )
事故例調査拡大準備積立金 73,000,000 ( 0 ) ( 73,000,000 ) ( 0 )
分析ｼｽﾃﾑ高度化準備積立金 20,000,000 ( 0 ) ( 20,000,000 ) ( 0 )
交通外傷統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ準備積立金 29,300,000 ( 0 ) ( 29,300,000 ) ( 0 )
ソフトウエア 2,597,001 ( 857,014 ) ( 1,739,987 ) ( 0 )

小 計 233,754,083 ( 1,073,205 ) ( 187,256,178 ) ( 45,424,700 )
合 計 7,773,029,169 ( 7,432,748,842 ) ( 294,855,627 ) ( 45,424,700 )

６. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
科 目 取得価額

特定資産
車両運搬具 9,616,496 9,184,114 432,382

その他固定資産
建物付属設備 31,383,338 24,859,677 6,523,661
車両運搬具 9,369,239 5,731,874 3,637,365
什器備品 47,827,633 29,216,784 18,610,849

合 計 98,196,706 68,992,449 29,204,257

７. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次の通りである。
科目 帳簿価格

ユーロ円建
ﾄﾞｲﾂ復興金融公庫債 591,909,406 600,720,000 8,810,594
（ドイツ連邦政府保証）

８.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
補助金等の名称 交付者 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上

の記載区分補助金
自動車事故対策費補助金 国土交通省 1,929,944 856,739 1,073,205 指定正味財産

助成金
自動車事故防止対策 (社)日本損害保険協会 0 6,500,000 6,500,000 0

合 計 1,929,944 6,500,000 7,356,739 1,073,205

９. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

基本財産受取利息（公益目的事業会計）として 92,107,006
基本財産受取利息（法人会計）として 61,404,670
受取補助金等（車両運搬具の減価償却）として 122,159

734,580
154,368,415 以上

内 訳 金 額
経常収益への振替額

受取補助金等（ｿﾌﾄｳｴｱの減価償却）として

合 計

減価償却累計額 当期末残高

時価 評価損益

前期末残高 当期増加額

科 目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応
する額)



附属明細書

1. 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記４で記載しているので省略する。

2. 引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 788,000 695,000 788,000 695,000

賞与引当金 2,204,579 3,625,302 2,204,579 3,625,302

役員退職慰労引当金 10,274,500 3,796,600 14,071,100

退職給付引当金 27,365,800 3,987,800 31,353,600

（注）貸倒引当金「当期減少額」の「その他」欄788,000円は、同引当金の洗替えによる前期同引当金の

取崩し金額である。

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



財 産 目 録

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金 額

（流動資産）

現金 手元保管 運転資金として 229,935

預金 ＜普通預金＞

三菱東京UFJ銀行本店 運転資金として 112,457,385

三菱東京UFJ銀行麹町中央支店 運転資金として 2,855,895

住友信託銀行東京営業部 運転資金として 66,464

三井住友銀行麹町支店 運転資金として 29,844

ゆうちょ銀行振替口座 運転資金として 187,113

＜現金・預金計＞ 115,826,636

未収金 基本財産（債券）未収利息 公益目的事業及び管理費の財源として使用する資産である 21,857,913

国土交通省自動車交通局他22件 公益目的事業の調査分析研究収入である 90,046,563

交通安全環境研究所他30件 公益目的事業の情報提供収入である 10,468,445

＜未収金計＞ 122,372,921

有価証券 CRF 野村證券㈱ 公益目的事業及び管理費の財源として使用する資産である 9,526

預け金 東日本高速道路㈱ 公益目的事業の高速道路後納料金等支払保証金である 50,000

貯蔵品 「交通統計平成２１年版」他 815冊 公益目的事業・成果の一般提供用書籍及び研究報告書の在庫である 542,621

前払金 ｸｵｶｰﾄﾞ 公益目的事業の事故例調査協力者への謝礼用である 111,960

仮払金 つくば事務所勘定 公益目的事業・つくば交通事故調査事務所における手許資金である 104,703

貸倒引当金 未収金の内事業収入に係わる貸倒引当金である △ 695,000

238,323,367

（固定資産）

基本財産 普通預金・基本財産 三菱東京UFJ銀行本店
公益目的保有財産及び管理費財源用財産
（運用益を公益目的事業及び管理費の財源として使用している）

2,862,650

（うち指定正味財産） (2,862,650)

うち公益目的保有財産 60％ 1,717,590

うち管理費財源用財産 40％ 1,145,060

有価証券 債券18銘柄(明細次頁）
公益目的保有財産及び管理費財源用財産
（運用益を公益目的事業及び管理費の財源として使用している）

以下明細のうち公益目的保有財産
（指定正味財産の60％と一般正味財産の100％）

4,564,887,241

以下明細のうち管理費財源用財産
（指定正味財産の40％）

2,971,525,195

貸借対照表科目

流動資産合計



財 産 目 録

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金 額

（有価証券つづき） 【有価証券明細】

236回利付国債 10年 （内 指定正味財産393,822,000 一般正味財産 10,098,000） 403,920,000

255回利付国債10年 （全額指定正味財産） 141,570,030

24回日本政策投資銀行 （全額指定正味財産） 313,800,000

626回東京都公募公債10年 （全額指定正味財産） 418,720,000

273回利付国債 10年 （全額指定正味財産） 418,600,000

29回東海旅客鉄道 （全額指定正味財産） 317,370,000

528回東京電力 （全額指定正味財産） 281,070,000

554回東京電力 （全額指定正味財産） 363,680,000

9回三菱東京UFJ銀行劣後債 （全額指定正味財産） 1,040,400,000

17回政府保証政策投資銀行債 （全額指定正味財産） 534,500,000

344回東京交通債券 （全額指定正味財産） 402,280,000

5回みずほ銀行劣後債 （内 指定正味財産593,225,592 一般正味財産 17,214,408） 610,440,000

51回日本高速道路保有・債務返済機構 （全額指定正味財産） 299,940,000

108回利付国債 20年 （全額指定正味財産） 495,100,000

110回利付国債 20年 （内 指定正味財産498,769,100 一般正味財産 10,230,900） 509,000,000

112回利付国債 20年 （内 指定正味財産294,433,788 一般正味財産 10,426,212） 304,860,000

124回利付国債 20年 （内 指定正味財産 29,623,071 一般正味財産 59,629,929） 89,253,000

ドイツ復興金融公庫債（満期保有目的） （全額指定正味財産） 591,909,406

（上記債券の内ドイツ復興金融公庫債は満期 （有価証券のうち指定正味財産 計） (7,428,812,987)

保有目的、それ以外はその他保有目的である） （有価証券のうち一般正味財産 計） (107,599,449)

＜基本財産・普通預金 計＞ 2,862,650

＜基本財産・有価証券 計＞ 7,536,412,436

＜基本財産 合計＞ 7,539,275,086

特定資産 車両運搬具 交通事故調査用車両（緊急自動車）２台 公益目的保有財産 432,382

退職給付引当資産① （普通預金） 7,784,400

（有価証券） 37,640,300

減価償却引当資産② 将来の設備更新・拡充に備える積立金 公益目的保有財産及び管理運営用財産 63,000,000

うち公益目的保有財産 92.07％ 58,005,597

うち管理運営用財産 7.93％ 4,994,403

役員及び職員の退職給付引当金見合の引当資産として管理している

貸借対照表科目



財 産 目 録

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金 額

（特定資産つづき）

事故例調査拡大準備積立金③
事故例調査の拡大・充実・高度化のため
の積立金

公益目的保有財産 73,000,000

分析ｼｽﾃﾑ高度化準備積立金 分析ｼｽﾃﾑの改修・高度化のための積立 公益目的保有財産 20,000,000
交通外傷統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ準備
積立金⑤

交通事故の外傷・後遺症と交通事故ﾃﾞｰﾀ
の統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築のための積立金

公益目的保有財産 29,300,000

（①②③④⑤ 計） 230,724,700

うち 普通預金 7,784,400

うち 合同運用指定金銭信託 200,000,000

うち 追加型公社債投資信託 22,940,300

ソフトウエア 20年度車両集計ｼｽﾃﾑ 公益目的保有財産 1,500,334

20年度統合ﾏｽﾀｰ構築 公益目的保有財産 1,096,667

＜特定資産 計＞ 233,754,083

その他固定資産

建物付属設備 つくば事務所電源設備 公益目的保有財産 297,139

本部事務所付帯設備 公益目的保有財産及び管理運営用財産 6,226,522

（ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ一式他） うち公益目的保有財産 81.55％ 5,077,726

うち管理運営用財産 18.45％ 1,148,796

<その他固定資産・建物付属設備 小計＞ 6,523,661

車両運搬具 交通事故調査用車両３台 公益目的保有財産 3,637,365

什器備品 ﾏｸﾛｼｽﾃﾑサーバ 公益目的保有財産 2,314,405

ﾐｸﾛｼｽﾃﾑ仮想化サーバ 公益目的保有財産 10,929,121

フォトプリンター１台 公益目的保有財産 456,000

つくば事務所ｺﾋﾟｰ機１台 公益目的保有財産 174,896

移動ﾗｯｸ一式 公益目的保有財産 109,647

ﾐｸﾛ・ﾏｸﾛ用ﾊﾟｿｺﾝ８台他小口9件 公益目的保有財産 189,568

パソコン３５台 公益目的保有財産及び管理運営用財産 2,157,622

うち公益目的保有財産 81.55％ 1,759,541

うち管理運営用財産 18.45％ 398,081

貸借対照表科目



財 産 目 録

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金 額

（什器備品つづき） 役員室什器一式 公益目的保有財産及び管理運営用財産 2,264,469

うち公益目的保有財産 56.66％ 1,283,048

うち管理運営用財産 43.34％ 981,421

空気清浄機１台 公益目的保有財産及び管理運営用財産 15,121

うち公益目的保有財産 81.55％ 12,330

うち管理運営用財産 18.45％ 2,791

<その他固定資産・什器備品 小計＞ 18,610,849

保証金 東京急行電鉄㈱（麹町東急ビル5階敷金） 公益目的保有財産及び管理運営用財産 33,293,700

うち公益目的保有財産 81.55％ 27,151,012

うち管理運営用財産 18.45％ 6,142,688

ソフトウエア 人体傷害・後遺障害等ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ4件 公益目的保有財産 7,668,043

新ﾐｸﾛｼｽﾃﾑ改修2件 公益目的保有財産 3,850,000

交通事故等ﾃﾞｰﾀ集計ｼｽﾃﾑの改修 公益目的保有財産 6,164,167

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ道路地図ﾃﾞｰﾀ作成ｼｽﾃﾑ構築 公益目的保有財産 2,950,000

違反事故履歴分析ｼｽﾃﾑ構築2件 公益目的保有財産 2,751,667

交通事故発生の緯度経度ﾃﾞｰﾀ分析ｼｽﾃﾑ公益目的保有財産 1,834,250

交通事故地点情報収集ｼｽﾃﾑ 公益目的保有財産 1,600,000

車両ｸﾗｽ区分見直しに伴うﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ修正 公益目的保有財産 1,074,292

その他交通事故分析ｼｽﾃﾑ 7件 公益目的保有財産 3,088,502

分析用市販ﾗｲｾﾝｽ・ｿﾌﾄｳｴｱ 4件 公益目的保有財産 2,163,529

会計ｿﾌﾄ 2件 公益目的保有財産及び管理運営用財産 573,190

うち公益目的保有財産 86.95％ 498,388

うち管理運営用財産 13.05％ 74,802

<その他固定資産・ソフトウエア 小計＞ 33,717,640

<その他固定資産 計＞ 95,783,215

7,868,812,384

うち公益目的保有財産 4,836,974,447

うち引当資産 45,424,700

うち管理費財源財産・管理運営用財産 2,986,413,237

資産合計 8,107,135,751

貸借対照表科目

固定資産合計



財 産 目 録

平成23年3月31日現在

（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金 額

（流動負債） 未払金 ㈱OTC
公益目的事業としての集計ｼｽﾃﾑ等保守料及び分析研究用ｿﾌﾄｳｴｱ
開発費である

37,242,765

㈱長大
公益目的事業としての交通事故分析のためのﾃﾞｰﾀ処理に関する委
託費である

35,815,500

NECﾈｸｻｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱
公益目的事業としてのﾐｸﾛｼｽﾃﾑ保守料及びﾐｸﾛｼｽﾃﾑ仮想化ｻｰﾊﾞ購
入代金である

13,510,140

その他
公益目的事業及び管理運営業務に使用する小口費用・代金である
（計24件）

14,154,192

＜未払金 計＞ 100,722,597

借入金 三菱東京UFJ銀行本店 運転資金としての短期借入金である 20,000,000

未払消費税等 22年度未払消費税である 543,200

未払法人税等 22年度法人住民税である 142,000

預り金 役職員 ３月の源泉所得税・職員社会保険料等である 2,144,312

賞与引当金 職員
公益目的事業及び管理運営業務に従事する職員の夏期賞与の当期
帰属分である

3,625,302

貸倒引当金

127,177,411

（固定負債） 役員退職慰労引当金 役員分
公益目的事業及び管理運営業務を執行する役員の退職慰労金の引
当金である

14,071,100

退職給付引当金 職員分
公益目的事業及び管理運営業務に従事する職員の退職給付金の引
当金である

31,353,600

45,424,700

負債合計 172,602,111

正味財産 7,934,533,640

貸借対照表科目

流動負債合計

固定負債合計


